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４ 令和６年度一般会計当初予算歳出の主な事業（公共事業等を除く） 

【県土整備局関係】 

(1) ９款 土木費  ３項  河川海岸費 

・ 河川管理費  1,037,226千円 

新  河川台帳整備費（事務事業の見直し） 

 505,275千円 

災害対応の迅速化、県民の利便性向上及び維持管理業務を効率化

するため、デジタル技術（３次元点群データ等）を活用し、県管理

の河川の台帳の電子化・オープンデータ化を行う。 

(2) ９款 土木費  ４項  砂防費 

・ 砂防維持管理費  192,270千円 

新  土砂災害警戒情報システム改修費（事務事業の見直し） 

 148,663千円 

県民により分かりやすい情報を提供するため、がけ地の３Ｄマッ

プ化など、土砂災害警戒情報システムを改修する。 

(3) ９款 土木費 ６項  都市行政費 

新・  神奈川版ライドシェア推進費 

30,000千円 

県内の一部の地域や時間帯で生じているタクシー不足に対応する 

「神奈川版ライドシェア」の実現に向け、三浦市でアプリを活用し 

た実証実験を実施する。 

新・  がけ地近接等危険住宅移転事業費補助 

 2,100千円 

県民の生命の安全を確保するため、市町村が国のがけ地近接等危険

住宅移転事業を活用して、土砂災害特別警戒区域からの住宅移転を促

進する事業に対して、その費用の一部を補助する。 

(4) ９款 土木費  ７項  都市計画費 

・ 公園緑地等維持管理費  2,443,389千円 

ア 県立都市公園指定管理費

2,027,528千円 

県立都市公園における施設の維持管理や利用承認等の業務を、指

定管理者に委託する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：キャッシュレス決済の 

導入に伴う増 ＋5,577千円、影響する年度 令和６年度～８年度） 
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新イ 公園台帳整備費（事務事業の見直し） 

 241,000千円 

災害対応の迅速化、県民の利便性向上及び維持管理業務を効率化

するため、デジタル技術（３次元点群データ等）を活用し、県管理

の公園の台帳の電子化・オープンデータ化を行う。 
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【議案（条例その他） 定県第39号議案】 

８ 県道路線の認定及び廃止の概要

(1) 認定及び廃止の趣旨

今回認定する路線は、平塚市明石町から伊勢原市下落合の県道横浜伊

勢原までを南北に結ぶ路線及び藤沢市湘南台から、平塚市大神を経由し

て、伊勢原市までを東西に結ぶ路線である。 

これらの路線は、地方的な幹線道路網の一部として、今後県で整備し、

管理していく必要があることから、道路法第７条の規定に基づき県道と

して認定するとともに、当該路線の一部と同一となる路線を同法第10条

の規定に基づき廃止するものである。 

(2) 認定及び廃止の内容

ア 路線認定

整理 

番号 
路 線 名 

起 点 
重要な経過地 

終 点 

170 明 石 下 落 合 

平 塚 市 明 石 町

―
伊 勢 原 市 下 落 合 

171 湘南台大神伊勢原

藤 沢 市 湘 南 台 高 座 郡 寒 川 町 

平 塚 市 大 神 伊 勢 原 市 

イ 路線廃止

整理 

番号 
路 線 名 

起 点 
重要な経過地 

終 点 

144 大 島 明 石 

平 塚 市 大 島 

― 
平 塚 市 明 石 町 

169 湘 南 台 大 神 

藤 沢 市 湘 南 台 

高 座 郡 寒 川 町 

平 塚 市 大 神 
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(3) 認定する路線の延長 

県 道 明 石 下 落 合  7.9キロメートル 

県道湘南台大神伊勢原 16.1キロメートル 

 

(4) 認定及び廃止の日 

令和６年３月29日 
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【議案（令和５年度 条例その他） 定県第158号議案】 

18 神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例の概要 

(1) 改正の趣旨

建築基準法等（以下「法等」という。）の一部改正に伴い、建築物の

敷地と道路との関係の制限の適用を受けない既存不適格建築物の大規模

の修繕等に係る認定申請手数料を新設するなど、所要の改正を行うもの

である。 

(2) 改正の内容

ア 法等の改正により新設される緩和認定について、申請手数料を新設

する。（別表関係）

イ 都市計画区域以外の区域内の接道規制等について、法等の改正と同

様の緩和認定を新設する。（改正後の第56条第４項及び第５項関係）

ウ その他の改正

法等の改正に伴う条項ずれ等、所要の改正を行う。（第43条第４項

及び第51条の３関係） 

(3) 施行期日

令和６年４月１日
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(3) 経過

訴訟の相手方は県営住宅に不適正に居住し、県のこれまでの再三にわ

たる明渡請求にもかかわらず、当該建物の占有を継続しているため、訴

訟を提起するものである。 
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